
【新】高知県障害福祉サービス等確保支援事業費補助金交付要綱（抜粋）

第１条 （略）

（補助目的及び補助対象事業）

第２条 県は、中山間地域に居住する障害児者や、重度障害や強度行動障害を有する障害児者が、住み慣れた地域で

それぞれの障害特性に応じた必要なサービスを利用し、安心して暮らすことができるよう障害福祉サービス等の確

保を目的として行われる次に掲げる事業（以下「補助事業」という。）を行う事業所又は当該事業所に対して助成

を行う市町村及び広域連合（以下「補助事業者」という。）に対して、予算の範囲内で補助金を交付する。

（１）～（９）（略）

（10）保育所等における性被害防止に係る設備等支援事業

令和６年７月23日こ成総第82号及びこ支総第82号こども家庭庁成育局長・支援局長連名通知の別紙「保

育所等における性被害防止に係る設備等支援事業実施要綱」に掲げる事業

（補助対象経費、補助基準額及び補助率）

第３条 補助事業の実施主体及び補助先は、前条第１号から第９号までの規定に係るものについては市町村（地方自

治法（昭和22年法律第67号）第284条の一部事務組合及び広域連合を含む。以下同じ。）とし、同条第10号に掲

げる事業については事業所とする。ただし、同条第６号及び第７号に掲げる事業については中核市を、同条第10

号に掲げる事業については中核市に所在する事業所を除く。

２～３(略）

第４条 （略）

（補助の条件）

第５条 補助金の交付の目的を達成するため、補助事業者は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。

（１）～（12）（略）

（13） 補助事業者が県税の納税義務者である場合、県税を滞納していないこと。また、事業終了後において、消

費税の申告により当該間接補助金に係る消費税仕入控除税額等（間接補助対象経費に含まれる消費税及び地方消

費税相当額のうち、消費税法（昭和63年法律第108号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除するこ

とができる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和25年法律第226号）に規定する地方消費税の税率を乗じ

て得た金額をいう。）が確定した場合には、その金額を速やかに知事に報告するとともに、当該金額を知事に返

還しなければならないこと。

(14) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難になった場合は、速やかに知事に報告

し、その指示を受けること。

(15) 前各号に掲げるもののほか、補助事業の遂行上知事が必要があると認めた事項。

第６条～第７条 （略）

（実績報告）

第８条 補助事業者は、補助事業が完了した場合は、別記第４号様式による実績報告書を補助事業の完了の日若しく

は中止若しくは廃止の承認を受けた日から起算して30日を経過した日又は翌年度の４月30日までのいずれか早い

【旧】高知県障害福祉サービス等確保支援事業費補助金交付要綱（抜粋）

第１条 （略）

（補助目的及び補助対象事業）

第２条 県は、中山間地域に居住する障害児者や、重度障害や強度行動障害を有する障害児者が、住み慣れた地域で

それぞれの障害特性に応じた必要なサービスを利用し、安心して暮らすことができるよう障害福祉サービス等の確保

を目的として行われる次に掲げる事業（以下「補助事業」という。）を行う事業所に対して助成を行う市町村及び広域

連合（以下「補助事業者」という。）に対して、予算の範囲内で補助金を交付する。

（１）～（９）（略）

（補助対象経費、補助基準額及び補助率）

第３条 補助事業の実施主体及び補助先は、前条第１号から第９号までの規定に係るものについては市町村（地方自

治法（昭和22年法律第67号）第284条の一部事務組合及び広域連合を含む。以下同じ。）とする。ただし、前条第

６号及び第７号に掲げる事業については中核市を除く。

２～３(略）

第４条 （略）

（補助の条件）

第５条 補助金の交付の目的を達成するため、補助事業者は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。

（１）～（12）（略）

(13) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難になった場合は、速やかに知事に報告し、

その指示を受けること。

(14) 前各号に掲げるもののほか、補助事業の遂行上知事が必要があると認めた事項。

第６条～第７条 （略）

（実績報告）

第８条 補助事業者は、補助事業が完了した場合は、別記第４号様式による実績報告書を補助事業の完了の日若しく

は中止若しくは廃止の承認を受けた日から起算して30日を経過した日又は翌年度の４月30日までのいずれか早い



日までに知事に提出しなければならない。

２ 補助事業者は、第５条第12号又は第13号の規定より、当該補助金に係る消費税仕入控除税額等を返還させ、又

は返還するときは、その金額を別記第５号様式により速やかに知事に報告しなければならない。知事は、当該報告

を受けて、消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の全額又は一部の返還を命ずることができる。

第９条～第13条 （略）

附 則

１ この要綱は、平成28年４月１日から適用する。ただし、次項の規定は、同年３月30日から施行する。

２ 第４条の規定による申請は、この要綱の施行の日前においても行うことができる。

３ この要綱は、令和７年５月31日限り、効力を失う。ただし、第５条第５号から第８号まで、第７条、第８条

第２項及び第３項、第11条並びに第12条の規定は、同日以降もなおその効力を有する。

附 則

この要綱は、平成29年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成30年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成30年７月３日から施行する。

附 則

この要綱は、平成31年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和２年３月23日から施行する。なお、第２条第10号については令和２年１月16日から適用し、

第２条第11号については令和２年３月10日から適用、第２条第12号については令和２年３月２日から適用する。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この要綱による改正後の高知県障害福祉サービス等確保支援事業費補助金交付要綱の規定は、令和２年度事業

から適用する。

附 則

この要綱は、令和３年１月29日から施行する。ただし、第２条第10号から第14号までの遡及は、令和２年４

月１日から適用する。

附 則

この要綱は、令和３年３月24日から施行する。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この要綱による改正後の高知県障害福祉サービス等確保支援事業費補助金交付要綱の規定は、令和３年度事業

から適用する。

日までに知事に提出しなければならない。

２ 補助事業者は、第５条第12号の規定より、当該補助金に係る消費税仕入控除税額等を返還させたときは、その金

額を別記第５号様式により速やかに知事に報告しなければならない。知事は、当該報告を受けて、消費税及び地方

消費税に係る仕入控除税額の全額又は一部の返還を命ずることができる。

第９条～第13条 （略）

附 則

１ この要綱は、平成28年４月１日から適用する。ただし、次項の規定は、同年３月30日から施行する。

２ 第４条の規定による申請は、この要綱の施行の日前においても行うことができる。

３ この要綱は、令和７年５月31日限り、効力を失う。ただし、第５条第５号から第８号まで、第７条、第８条

第２項及び第３項、第11条並びに第12条の規定は、同日以降もなおその効力を有する。

附 則

この要綱は、平成29年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成30年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成30年７月３日から施行する。

附 則

この要綱は、平成31年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和２年３月23日から施行する。なお、第２条第10号については令和２年１月16日から適用し、

第２条第11号については令和２年３月10日から適用、第２条第12号については令和２年３月２日から適用する。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この要綱による改正後の高知県障害福祉サービス等確保支援事業費補助金交付要綱の規定は、令和２年度事業

から適用する。

附 則

この要綱は、令和３年１月29日から施行する。ただし、第２条第10号から第14号までの遡及は、令和２年４月

１日から適用する。

附 則

この要綱は、令和３年３月24日から施行する。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この要綱による改正後の高知県障害福祉サービス等確保支援事業費補助金交付要綱の規定は、令和３年度事業

から適用する。



附 則

この要綱は、令和３年12月28日から施行する。ただし、第２条第10号については令和３年４月１日から適用

する。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。ただし、次項の規定は同年３月23日から施行する。

２ 第４条の規定による申請は、この要綱の施行の日前においても行うことができる。

（経過措置）

３ この要綱による改正後の高知県障害福祉サービス等確保支援事業費補助金交付要綱の規定は、令和４年度事業

から適用する。

附 則

この要綱は、令和４年７月21日から施行し、同年４月１日から適用する。

附 則

この要綱は、令和５年３月22日から施行する。なお、第２条第１号から第10号までの規定については令和４年

４月１日から適用し、同条第11号については令和４年９月５日から適用する。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。ただし、次項の規定は同年３月22日から施行する。

２ 第４条の規定による申請は、この要綱の施行の日前においても行うことができる。

（経過措置）

３ この要綱による改正後の高知県障害福祉サービス等確保支援事業費補助金交付要綱の規定は、令和５年度事業

から適用する。

附 則

この要綱は、令和５年４月24日から施行し、同月１日から適用する。

附 則

この要綱は、令和５年11月30日から施行する。ただし、第２条第11号については令和５年４月１日から適用

する。

附 則

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。ただし、次項の規定は同年３月21日から施行する。

２ 第４条の規定による申請は、この要綱の施行の日前においても行うことができる。

附 則

この要綱は、令和６年９月18日から施行し、同年４月１日から適用する。

附 則

この要綱は、令和３年12月28日から施行する。ただし、第２条第10号については令和３年４月１日から適用す

る。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行する。ただし、次項の規定は同年３月23日から施行する。

２ 第４条の規定による申請は、この要綱の施行の日前においても行うことができる。

（経過措置）

３ この要綱による改正後の高知県障害福祉サービス等確保支援事業費補助金交付要綱の規定は、令和４年度事

業から適用する。

附 則

この要綱は、令和４年７月21日から施行し、同年４月１日から適用する。

附 則

この要綱は、令和５年３月22日から施行する。なお、第２条第１号から第10号までの規定については令和４年

４月１日から適用し、同条第11号については令和４年９月５日から適用する。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。ただし、次項の規定は同年３月22日から施行する。

２ 第４条の規定による申請は、この要綱の施行の日前においても行うことができる。

（経過措置）

３ この要綱による改正後の高知県障害福祉サービス等確保支援事業費補助金交付要綱の規定は、令和５年度事業

から適用する。

附 則

この要綱は、令和５年４月24日から施行し、同月１日から適用する。

附 則

この要綱は、令和５年11月30日から施行する。ただし、第２条第11号については令和５年４月１日から適用

する。

附 則

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。ただし、次項の規定は同年３月21日から施行する。

２ 第４条の規定による申請は、この要綱の施行の日前においても行うことができる。



別表第１（第３条関係）

（１）～（９）略

（10）保育所等における性被害防止に係る設備等支援事業

注１ 対象施設が設備の購入や更新を行う場合は、入札の実施や複数業者から見積書を取得する等により適正価格

での購入等を行うこと。

注２ カメラ設置の要否については、保護者やこども等の状況や対象施設等の状況等を踏まえて各対象施設等にお

いて判断すること。

注３ カメラの設置については、必要に応じて、関係者等に事前に周知することとし、カメラの設置趣旨・目的等

について十分に説明するほか、映像の保管・管理体制の整備を行うことが望ましい。

注４ カメラにより特定の個人を識別することができる映像又は画像（以下「映像等」という。）を取得する場合、

当該映像等は「個人情報保護法」（平成15年法律第57号）第２条 に規定する「個人情報」に該当するため、同

法の規定を遵守すること。

また、こどもや来訪者等が防犯のためにカメラにより撮影されていることを容易に認識できる状態で設置すると

ともに、カメラが作動中であることや、撮影した映像等を警察等に提供する場合があることを設置場所等に掲示

すること。

別表第１（第３条関係）

（１）～（９）（略）

補助対象経費 補助対象施設 補助基準額 補助率

性被害防止対策を図るため、パーテー

ション、簡易扉、簡易更衣室及びカメラ、

人感センサーライト等の設備の購入や

更新に係る経費（需用費（燃料費、印刷

製本費、光熱水費及び修繕料）、役務費

（通信運搬費及び手数料）、委託料及び

備品購入費）

障害児入所施設

障害児通所支援事業所

障害児相談支援事業所

１施設当たり

100,000円
４分の３



別票第２ （略） 別票第２ （略）







第１号の別紙２～第１号の別紙10 （略） 第１号の別紙２～第１号の別紙10 （略）









第２号様式の別紙２～第２号様式の別紙10 （略） 第２号様式の別紙２～第２号様式の別紙10 （略）











第４号の別紙２～第４号の別紙10 （略） 第４号の別紙２～第４号の別紙10 （略）






